








































































































































































































































































































































1970 0，373 0，455 0，385
1971 0，395 0，481 0，405
1972 0，419 0，526 α429
1973 0，471 0，562 0，477
1974 0，555 0，583 0，567
1975 0，610 0，605 0，621
1976 0，666 0，626 0，676
1977 0，713 α644 0，723
1978 0，743 0，665 0，753
1979 0，774 α695 0，787
1980 0，826 0，701 α837
1981 α861 0，709 0，872
1982 0，888 0，753 0，897
1983 0，905 0，772 0，909
1984 0927 0，790 0，930
ユ985 0，946 0，811 0，951
1986 0，948 0，835 0，954
1987 0，951 0，870 0，956
1988 0，956 0，930 0，959
1989 0，975 0，967 0，977
1990 1，000 LOOO 1，000
1991 1，023 1，025 1，019



















































1971 0，057 0，055 0，051
ユ972 0，060 0，089 0，058
1973 0，116 0，066 0，105
1974 0，165 0，037 0，174
1975 0，094 0，037 0，090
1976 0，088 0，034 0，085
1977 0，069 α028 0，067
1978 0，040 0，032 0，042
1979 0，042 0，045 0，044
1980 0，064 0，009 0，061
1981 0，042 0，Ol1 α041
1982 0，030 0，060 0，029
1983 0，020 0，025 0，Ol3
1984 0，024 0，024 0，023
1985 0，020 0，026 0，022
1986 0，003 0，029 0，004
1987 0，002 0，041 0，002
1988 0，005 0，066 0，003
1989 αOl9 0，039 0，0ユ8
1990 0，026 0，034 0，023
1991 0，022 0，024 0，Ol9
1992 0，020 0，011 0，021
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導いたディビジア価格指数，数量指数及びブリッシュ価格指数との比較においてほとんど同様
のものが得られたといってよい。ディビジア価格指数もブリッシュ価格指数も前述したように
1970年代に大きくはねあがっているもののその後は比較的落ちついた動きとなっている。ディ
ビジア数量指数も前述の真の実質所得指数と同様の解釈ができ，日本経済における消費関連の
実質所得動向をうまく表わしている。
7　ここでのシステムーワイド・アプローチの利用
　システムーワイド・アプローチの需要方程式を適用してこれまでの結果からその中に含まれ
る所得の伸縮性（所得の限界効用の所得弾力性の逆数）の計測を行いたいのだが1つ問題が発
生する。それはパラメータ値が特定できないという問題である。8費目についてのシステムー
ワイド・アプローチの需要方程式を推定するとパラメータの値を特定できなくなる。すなわち
所得の伸縮性が一意的には決定できなくなってしまう。これが障害の一つである。そこで本稿
では一つの試みを行う。それは消費財をグループ分けして考えることである。すなわち1の食
品・飲料・煙草から7のレクリエーション・娯楽・教育・文化サービスまでを一つのグループ
Aとし，8の「その他」をグループBとし，消費需要方程式をグループとして扱うことにより
需要方程式の数を減らしパラメータ値の推定値の特定を可能にしようというものである。
　具体的に示そう。今回のように
・一・（q，）＋……＋・（q。）
とい選好独立が成り立っているときにはシステムーワイド・アプローチの各財の消費需要方程
式は次のようになっている。
w、dlnqi＝θ、dlnQD＋φθ、dln　R，
　　　　　　　　　　　　　　　　　PF
（19）
　これは対数形微小変化の需要を右辺のディビジア指数の項及び価格をブリッシュ価格指数で
デフレートした価格の項で説明した形となっている。右辺第2項に含まれるパラメータφが前
述の所得の伸縮性であり，この逆数1／φが所得の限界効用の所得弾力性である。たとえば，
財が2グループA，Bに分けられるとしたら各グループの需要方程式を集計して
w・d1・q・一・・dl・QD＋φ・・dl・含 （20）
（271） 真の指数計測とそのシステムーワイド・アプローチへの応用
w，dl・q，一・，dl・Q・＋φ・，dl・吾
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（21）
と書くことができる（注11）。したがってここでの例では，1～7までの費目がまとめられてA，
そして8の「その他」の費目がBということになる。グループAを推定すればパラメータ制約
よりBが求まるので推定は（20）式又は（21）式のみでよい。
　これらを推定することによりφの推定値を特定できる。そこで（20）式を推定しよう〔注12）。
用いたデータは表3を主とし，多少の修正を加えた上で推定した。その結果，所得伸縮性φの
値は一〇．2055となり，その逆数の所得の限界効用の所得弾力性の値は一4．8662となった。この
所得伸縮性の値の大きさ自体についての議論はタイルやブリッシュの間で議論のわかれるとこ
ろではあるが，システムーワイド・アプローチより所得伸縮性を計算することができた意味は
大きい。これまでの所得伸縮性の計測は拙稿（1993）のように他のワーキングモデル等の利用
を考えなければならなかったがここではシステムーワイド・アプローチよりダイレクトに計算
することができた。これは効用関数が選好独立であったこと，ディビジア価格指数数量指数，
ブリッシュ価格指数が前もって計測されていたことが大きく貢献している。所得伸縮性を中心
とした応用分析に道が開けよう。
9．おわりに
　これまでの拙著，拙稿での研究を通して
　（1）経済理論をより一般化すると同時にそのより容易な推定法の開発
　（2）ラスパイレスやパーシェ指数以外で算出が難しく，かつより有用な経済指数の計測と
　　　　その応用
に力を入れてきた。本稿は前者としての役割よりこの後者の一試論といえ，真の指数とディビ
ジア，ブリッシュ両指数の計測の一つの方法を示したものである。同時にその結果の経済理論
への応用を果たすことによりそれらの経済理論での有用性を立証したといえよう。これらの試
みは現在のところ消費理論の発展に大きく寄与するとともに，生産理論についても貢献が大き
いと考えらる（注13）。経済指数と経済理論とのリンクという意味で一経済統計論で終わらないと
ころにこれまでの研究の意義を感じている。
（注1ユ）財のグループ集計についてはThei1，　H．（1980b）のp21－26にコンパクトにまとめられている。拙著
　（1992a）第2章第3節も参照。
（注12）ここでの推定には最小二乗法を利用した。本来限界シェア推定値については線形支出体系推定値の制
約があるが，ここでは単純推定を行った。
（注13）拙稿（1992a）参照。
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　今後は前者，後者いずれの点でもより広い応用分野を考えるべきである。拙稿（1995）では
効用への外的要素寄与率計測理論を展開できたが，これからも応用の幅を広げていくためには
拙稿（1992b）や本稿のように各経済指数のいろいろな計測方法を開発していくことが，より
一般化された精緻な経済理論の実証化につながっていくと考えられる。その意味で，今回の真
の指数を通してのディビジア，ブリッシュ指数の計測と，その所得伸縮性の計測への応用は非
常に重要であるといえよう。
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